
 （用紙Ａ４） 
様式１ 

一般競争（指名競争）参加資格審査申請書（物品等製造・販売、役務の提供等）       
 

令和５・６年度において、牧之原市御前崎市広域施設組合で行われる物品等製造・販売、役務の提供等に係る競争に参加する資格の審査を申請します。 
なお、この申請書及び添付書類の内容については、事実と相違しないことを誓約します。 

  年  月  日   

牧之原市御前崎市広域施設組合 管理者 牧之原市長 

01 郵 便 番 号         
 
02 本 社 住 所  

 
 フ リ ガ ナ  
03 商号又は名称  

 
 フ リ ガ ナ                              

04 代 表 者 氏 名 (役職)   (氏名)  
 

 フ リ ガ ナ  
05 担 当 者 氏 名  

 
06 電 話 番 号   07 ＦＡＸ番号  

 
08 希望する製造等の種類 １ 製   造 ２ 販 売〔a卸売・ｂ小売〕 ３ 役務の提供 ４ 買受け[ｃ立木竹・ｄその他] ５ その他 

 
（09 代理申請時使用欄） ※行政書士が代理申請する場合は、記入してください。 
09 申 請 代 理 人

 
申請代理人郵便番号 

  申請代理人住  所 申請代理人電話番号 
   申請代理人氏  名 ㊞  

 
10 希望する営業品目等 

 

 

次項｢11 希望する資格の

種類等」に記載されている

主な営業品目を参考に、具

体的に記入してください 

市内業者用 

㊞ 



様式１－２ 
1 1  希望する資格の種類等 

 
物品等の製造・販売、役務の提供等 

No 
希望する

資格に○ 
略称 業種区分 主な営業品目 

1  建設 土木・建築・建設材料 
ｾﾒﾝﾄ、ｱｽﾌｧﾙﾄ、砂利、ｺﾝｸﾘｰﾄ、

保安防災用品等 

2  水道 水道・管工事材料 水道ﾒｰﾀｰ、水道管、鋼蓋等 

3  空調 空調材料 
空調装置、空気清浄装置、ボイ

ラー等 

4  衛生 衛生材料 
環境衛生機器、医療機具、清掃

用品、水槽等 

5  衣類 繊維製品・皮革製品 
作業服、制服、白衣、靴、雨衣

等 

6  事務 事務用品 
文房具、用紙、ﾌｨﾙﾑ、ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ

ｿﾌﾄ等 

7  事機 事務機器・ＯＡ機器 
OA 機器、印刷機、複写機、事

務机・椅子、ｶﾒﾗ等 

8  家具 家具・建築備品 一般家具、厨房設備等 

9  印刷 印刷製本 
活版、平板、ｸﾞﾗﾋﾞｱ、一般、地

図印刷等 

10  燃料 燃料等 
ｶﾞｿﾘﾝ、重油、軽油、灯油、LP

ｶﾞｽ、ｵｲﾙ等 

11  車両 車両・建設用機械等 
自動車、清掃車、ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞｰ、

付属品等 

12  電器 電気機器 
家電製品、電源設備、視聴覚機

器等 

13  通信 通信・情報処理機器 
無線装置、電話機、ﾌｧｸｼﾐﾘ、放

送設備 

14  測定 
測定・試験・測量・観測等

機器 

測定器、分析機器、測量計、観

測計等 

15  消防 消防・防災用資機材 
消防車、消防ﾎﾟﾝﾌﾟ、消防防災

資機材・備蓄品等 

 

物品等の製造・販売、役務の提供等 

No 
希望する

資格に○ 略称 業種区分 主な営業品目 

16  スポ スポーツ用品等 スポーツ用品、楽器、遊具等 

17  薬品 薬品 薬品等 

18  ほか その他物品等の販売・製造 

1～15 以外の物品等 

（図書類、電子出版物類、記念

品、食料品等） 

19  調査 調査研究・集計・計算 
計画策定、世論調査、環境ｱｾｽ、

資料収集整理等 

20  情報 
ｿﾌﾄｳｪｱ・情報処理・提供ｻｰ

ﾋﾞｽ 
ｼｽﾃﾑ開発、変換入力等 

21  広告 広告・催事 
広告、ﾋﾞﾃﾞｵ作成、ﾃﾞｻﾞｲﾝ、ｲﾍﾞ

ﾝﾄ設営・運営等 

22  写真 写真・製図・複写 
撮影、現象、焼付、地図作製、

ｺﾋﾟｰ等 

23  保守 建物・設備等の保守・点検 
空調、衛生、消防、電気、機械

設備等 

24  警備 建物警備・交通整理 警備、交通整理等 

25  清掃 
清掃・消毒・駆除・散布業

務 

清掃、消毒、駆除、洗浄、散布

作業等 

26  事リ 事務機等リース 
事務用品、OA 機器、通信機器、

複写機等 

27  他リ その他リース 
電気・医療機器、監視装置、催

事備品等 

28  ほか その他役務の提供 

17～27 以外の役務の提供 

（講師・ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ等人材派遣、

鑑定評価、発掘調査、公園管

理、旅行業等） 

29  買受 買受け 
鉄屑・古紙等の物品、建設用機

械等 

 



様式１－３ 

 

12 営業年数  13 常勤職員の人数 

         

※営業年数は、希望する業種に係る事業の開始日から、令和５年４月１日までの期間を記載する。（１年未満は切捨て） 


